
 

統合新領域学府課程博士（甲）の学位論文審査の取扱内規 

 
制  定：平成２６年 ５月 ９日  

最終改正：令和 ６年 ９月 ２日 

 

（目的） 

第１条 この内規は、九州大学大学院統合新領域学府課程博士の学位論文の取扱いについ

て、九州大学学位規則及び九州大学大学院統合新領域学府規則に定めるもののほか、必

要な事項について定めるものとする。 

 

（提出資格） 

第２条 国際的学術雑誌または国内全国学会誌において第一著者として研究論文が発表さ

れていること、或いは、受理（アクセプト）されていること。 

 

（用語の定義） 

第３条 この内規に用いる用語の定義は次のとおりとする。 

（１）学位規則 九州大学学位規則をいう。 

（２）学府規則 九州大学大学院統合新領域学府規則をいう。 

（３）本学府 九州大学大学院統合新領域学府をいう。 

（４）専攻 九州大学大学院統合新領域学府ユーザー感性学専攻、ユーザー

感性スタディーズ専攻、オートモーティブサイエンス専攻また

はライブラリーサイエンス専攻をいう。 

（５）教授会 本学府の教授会をいう。 

（６）専攻運営会議 本学府の専攻の運営会議をいう。 

（７）学府長 本学府の長をいう。 

（８）専攻長 本学府の専攻の長をいう。 

（９）論文 博士の学位を請求するために提出する論文をいう。 

（１０）様式 九州大学学位規則及び「博士の学位論文申請及び審査結果報告

手続きの手引き」が定める様式 

（１１）統合様式 本学府が本内規により定める様式     

 

（予備調査） 

第４条 論文を提出し、博士の学位を請求しようとする者は、あらかじめその所属する専

攻の専攻運営会議の審査を経なければならない。 

 



（予備調査申請の資格） 

第５条 予備調査を申請できる者の条件は、各専攻で定める。 

 

（予備調査の申請） 

第６条 論文を提出しようとする者は、主任指導教員を通じて、所属する専攻の専攻長に

「予備調査申請書」（統合様式１号）を提出しなければならない。 

２ 学位規則第８条第２項に定める「優れた業績を上げた者」の論文の予備審査の申請は、

博士後期課程在籍期間が６ヵ月経過後から可能とする。 

３ 主任指導教員は、課程博士の学位を請求しようとする者が、前項に定める「優れた業

績を上げた者」に該当すると判断した場合は、専攻長に「優れた業績と認定した理由書」

（様式任意）を提出しなければならない。 

 

（予備調査委員会） 

第７条 専攻長は、予備調査の申請があった論文を調査するために、専攻運営会議の議を

経て、予備調査委員会を置く。 

２ 予備調査委員会は３名以上（主査１名、副査２名以上）の予備調査委員をもって構成

する。 

３ 予備調査委員会の主査は、論文を提出しようとする者の主任指導教員とする。副査の

うち１人以上は、他の専攻の指導教員、他の学府の指導教員及び必要に応じて他の大学

院又は研究所等の教員等のうちから選出しなければならない。 

４ 予備調査委員会設置を審議する専攻運営会議において、予備調査委員会の主査は、論

文を提出しようとする者の学業成績、研究業績及び論文の題目並びに予備調査委員会副

査について説明するものとする。 

５ 予備調査委員会の設置にあたって、専攻運営会議は予備調査委員会の構成について、

意見を述べることができる。 

 

第８条 専攻運営会議の審査の結果、論文の予備調査申請を認められた者は、次の各号に

掲げる書類を予備調査委員会の主査に提出しなければならない。 

（１）主論文 １通 

（２）参考論文（ある場合） １通 

（３）論文目録（様式２） １通 

（４）論文要旨（様式３） １通 

（５）履歴書（様式４） １通 

（６）業績目録（統合様式５号） １通 

（７）その他予備調査委員会が必要と認める書類等 

 



第９条 予備調査委員会は、論文が受理に相応しいものとなるよう、題目の変更等含め、

必要な指導を行う。 

２ 予備調査委員会は、論文が受理に相応しいものであり、受理すべきと判断した場合は、

予備調査を終了し、「予備調査委員会報告書」（統合様式２号）により、専攻長に報告し

なければならない。 

 

（論文の提出） 

第１０条 前条第２項により論文を受理すべきと判断された者は、次の各号に掲げる書類

を専攻長に提出しなければならない。 

（１）学位論文審査願（様式１－１） １通 

（２）主論文 ２通 

（３）参考論文（ある場合） ２通 

（４）論文目録（様式２） １通 

（５）論文内容の要旨（様式３） １通 

（６）履歴書（様式４） １通 

（７）業績目録（統合様式５号） １通 

（８）学位記表記文字等について（様式７） １通 

 

２ 専攻長は、論文受理の審査のため必要があるときは、論文の副本又は訳文、模型、標

本等の提出を求めることがある。 

３ 主論文に掲載する内容の公表論文が共著である場合は、第１項に掲げる書類に加え、

全共著者の承諾書（統合様式３号）１通を添付するものとする。なお、共著者との音信

不通等真にやむを得ない事情により承諾書が取得できない場合には、申請者本人の署名

捺印による理由書をもってこれに替えることができる。 

４ 論文は予備調査委員会終了後１年以内に提出しなければならない。 

 

（論文の受理） 

第１１条 専攻運営会議は、前条の提出に基づき、論文の受理について審査を行う。 

２ 前項に定める審査は、次の各号に掲げる書類に基づいて行う。 

（１）「予備調査委員会報告書」（統合様式２号） 

（２）主論文 

（３）参考論文（ある場合） 

（４）論文内容の要旨（様式３） 

（５）履歴書（様式４） 

（６）業績目録（統合様式５号） 

３ 論文の受理を審査する専攻運営会議は、構成員の２分の１以上の出席を必要とし、論



文の受理は出席者の過半数の賛成をもって決する。 

４ 前項に定める専攻運営会議において、予備調査委員会の主査は、論文を受理すべきと

判断した理由等について説明するものとする。 

５ 専攻運営会議における論文受理の審査は合議により行う。ただし、疑義が生じた場合

は、当該論文の受理の可否を無記名投票により決定する。 

６ 専攻長は、前項により論文を受理すべきとされた場合は、その旨を学府長に報告する

ものとする。 

 

第１２条 学府長は、前条第６項の報告に基づき、論文の受理を教授会において決定する

ものとする。 

２ 論文の受理を決定する教授会は、構成員の２分の１以上の出席を必要とし、論文の受

理は出席者の過半数の賛成をもって決する。 

３ 教授会構成員のうち、教授会当日に次の各号の一に該当する場合は、定足数の基礎と

なる数から除く。 

（１）休職者 

（２）介護休業中及び育児休業中の者 

（３）出張者及び研修者 

（４）引き続き１月を越えて病気休暇中の者 

（５）その他やむを得ない理由により欠席することを学府長が認めた者 

４ 教授会における論文受理の決定は、合議により行う。ただし、疑義が生じた場合は、

当該論文の受理の可否を無記名投票により決定する。 

 

第１３条 学府長は、前条に定める教授会において論文の受理が可とされたときは、学位

規則第８条第４項の規定により、論文等を総長に進達するものとする。 

 

（論文調査委員会） 

第１４条 第１１条により受理が決定した論文を審査するために、専攻運営会議に論文調

査委員会を置く。 

２ 論文調査委員会は３名以上の論文調査委員（主査１名、副査２名以上）で構成し、原

則として第６条第２項に定める予備調査委員を充てるものとする。 

３ 論文調査委員は、第１１条に定める教授会の議を経て、学府長が任命する。 

 

（公聴会） 

第１５条 論文調査委員会は、公開による論文の調査及び最終試験（以下「公聴会」とい

う。）を行うものとする。 

２ 論文調査委員会の主査は、公聴会を行う日時及び場所を「公聴会開催届」（統合様式４



号）により学府長に届け出るものとする。 

３ 学府長は、前項の届出に基づき、公聴会について公示するものとする。 

４ 論文調査委員会の主査は、公聴会終了後、その結果を「論文審査の結果の要旨及びそ

の担当者」（様式６－１）及び「論文審査の結果の要旨」（様式６－２）により専攻長に

報告するものとする。 

５ 論文が受理された者は、公聴会終了後、次に掲げる書類を学府長に提出しなければな

らない。 

（１）博士論文のインターネット公開確認書 １通 

（２）論文の全文のデータファイル １通 

（３）論文の要約のデータファイル １通 

 

（学位授与） 

第１６条 専攻運営会議は、前条第４項の報告に基づき、学位授与の審査をおこなう。 

２ 前項に定める審査は、次の各号に掲げる書類に基づいて行う。 

（１）「論文審査の結果の要旨及びその担当者」（様式６－１） 

（２）「論文審査の結果の要旨」（様式６－２） 

（３）主論文 

（４）参考論文（ある場合） 

３ 学位授与を審査する専攻運営会議は、構成員の３分の２以上の出席を必要とし、学位

授与は出席者の３分の２以上の賛成をもって決する。 

４ 専攻運営会議構成員のうち、専攻運営会議当日に次の各号の一に該当する場合は、定 

足数の基礎となる数から除く。 

（１）休職者 

（２）介護休業中及び育児休業中の者 

（３）出張者及び研修者 

（４）引き続き１月を越えて病気休暇中の者 

（５）その他やむを得ない理由により欠席することを学府長が認めた者 

５ 前項に定める専攻運営会議において、論文調査委員会の主査は、学位を授与すべきと

判断した理由等について説明するものとする。 

６ 専攻運営会議における学位授与の審査は合議により行う。ただし、疑義が生じた場合

は、当該学位授与の可否を無記名投票により決定する。 

７ 専攻長は、前項により学位を授与すべきとされた場合は、その旨を学府長に報告する

ものとする。 

 

第１７条 学府長は、前条第６項の報告に基づき、学位の授与を教授会において決定する

ものとする。 



２ 学位授与を決定する教授会は、構成員の３分の２以上の出席を必要とし、学位授与は

出席者の３分の２以上の賛成をもって決する。 

３ 教授会構成員のうち、教授会当日に次の各号の一に該当する場合は、定足数の基礎と

なる数から除く。 

（１）休職者 

（２）介護休業中及び育児休業中の者 

（３）出張者及び研修者 

（４）引き続き１月を越えて病気休暇中の者 

（５）その他やむを得ない理由により欠席することを学府長が認めた者 

４ 教授会における学位授与の決定は、合議により行う。ただし、疑義が生じた場合は、

当該学位授与の可否を無記名投票により決定する。 

 

第１８条 学府長は、前条に定める教授会において学位の授与が可とされたときは、学位

規則第１５条の規定により、総長に上申するものとする。 

 

（雑則） 

第１９条 この内規に定めるもののほか、必要な事項は教授会において決定する。 

 

 

附 則 

１ この内規は、平成２６年５月９日から施行する。 

２ この内規施行の際、現に改正前の統合新領域学府課程博士（甲）の学位論文審査の取

扱内規（平成２４年１２月１２日）及び統合新領域学府課程博士（甲）の学位論文審査

の申し合わせ（平成２４年１２月１２日）により、学位論文審査手続きを行っている者

の取扱いについては、なお従前の例によるものとする。 

３ この内規は、ライブラリーサイエンス専攻において論文の審査を行うこととなる際に、

見直しを行う。 

 

附 則 

１ この内規は、平成２７年１０月７日から施行する。 

 

附 則 

１ この内規は、平成２７年１１月４日から施行する。 

 

附 則 

１ この内規は、平成２９年 ２月 １日から施行する。 



 

 

附 則 

１ この内規は、平成３１年 １月１１日から施行する。 

 

 

附 則 

１ この内規は、令和６年 ４月 １日から施行する。 

 

附 則 

１ この内規は、令和７年 ４月 １日から施行する。 

 


